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宮城県内九条の会連絡会講演会資料 ２０２１．８．２８ 渡辺治 

 

 

（資料１）２０１８年３月２５日自民党大会に向けまとめられた改憲４項目案 

 [９条] 

 ９条の２ 前条の規定は、我が国の平和と独立を守り、国及び国民の安全を保つために必要な自衛

の措置をとることを妨げず、そのための実力組織として、法律の定めるところにより、内閣の首長た

る内閣総理大臣を最高の指揮監督者とする自衛隊を保持する。 

（２）自衛隊の行動は、法律の定めるところにより、国会の承認その他の統制に服する。 

[緊急事態条項] 

 ６４条の２ 大地震その他の異常かつ大規模な災害により、衆議院議員の総選挙又（また）は参議

院議員の通常選挙の適正な実施が困難であると認めるときは、国会は、法律で定めるところにより、

各議院の出席議員の三分の二以上の多数で、その任期の特例を定めることができる。 

 ７３条の２ 大地震その他の異常かつ大規模な災害により、国会による法律の制定を待ついとまが

ないと認める特別の事情があるときは、内閣は、法律で定めるところにより、国民の生命、身体及び

財産を保護するため、政令を制定することができる。 

 （２）内閣は、前項の政令を制定したときは、法律で定めるところにより、速やかに国会の承認を

求めなければならない。 

[合区解消] 

 ４７条 両議院の議員の選挙について、選挙区を設けるときは、人口を基本とし、行政区画、地

域的な一体性、地勢等を総合的に勘案して、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数を定め

るものとする。参議院議員の全部又は一部の選挙について、広域の地方公共団体のそれぞれの区域を

選挙区とする場合には、改選ごとに各選挙区において少なくとも一人を選挙すべきものとすることが

できる。 

 （２）前項に定めるもののほか、選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は、

法律でこれを定める。 

 ９２条 地方公共団体は、基礎的な地方公共団体及びこれを包括する広域の地方公共団体とするこ

とを基本とし、その種類並びに組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律でこ

れを定める。 

[教育] 

 ２６条（３） 国は、教育が国民一人一人の人格の完成を目指し、その幸福の追求に欠くことので

きないものであり、かつ、国の未来を切り拓（ひら）く上で極めて重要な役割を担うものであること

に鑑み、各個人の経済的理由にかかわらず教育を受ける機会を確保することを含め、教育環境の整備

に努めなければならない。 

 ８９条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、

又は公の監督が及ばない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供し

てはならない。 
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（資料２）日米首脳共同声明「新たな時代における日米グローバル・パートナーシップ」

2021年 4月 16日 

日米同盟は揺るぎないものであり、日米両国は、地域の課題に対処する備えがかつてなくでき

ている。①日米同盟は、普遍的価値及び共通の原則に対するコミットメントに基づく自由で開

かれたインド太平洋、そして包摂的な経済的繁栄の推進という共通のビジョンを推進する。 

日米両国は、主権及び領土一体性を尊重するとともに、平和的な紛争解決及び威圧への反対に

コミットしている。日米両国は、国連海洋法条約に記されている航行及び上空飛行の自由を含

む、海洋における共通の規範を推進する。 

菅総理とバイデン大統領は、このビジョンを更に発展させるために日米同盟を一層強化するこ

とにコミットするとともに、2021年 3月の日米安全保障協議委員会の共同発表を全面的に支持

した。 

④日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化するために自らの防衛力を強化することを決意し

た。米国は、核を含むあらゆる種類の米国の能力を用いた日米安全保障条約の下での日本の防

衛に対する揺るぎない支持を改めて表明した。 

米国はまた、日米安全保障条約第5条が尖閣諸島に適用されることを再確認した。日米両国は

共に、尖閣諸島に対する日本の施政を損おうとするいかなる一方的な行動にも反対する。 

日米両国は、困難を増す安全保障環境に即して、抑止力及び対処力を強化すること、サイバー

及び宇宙を含む全ての領域を横断する防衛協力を深化させること、そして、拡大抑止を強化す

ることにコミットした。 

日米両国はまた、より緊密な防衛協力の基礎的な要素である、両国間のサイバーセキュリティ

及び情報保全強化並びに両国の技術的優位を守ることの重要性を強調した。 

⑤日米両国は、普天間飛行場の継続的な使用を回避するための唯一の解決策である、辺野古に

おける普天間飛行場代替施設の建設、馬毛島における空母艦載機着陸訓練施設、米海兵隊部隊

の沖縄からグアムへの移転を含む、在日米軍再編に関する現行の取決めを実施することに引き

続きコミットしている。 

日米両国は、在日米軍の安定的及び持続可能な駐留を確保するため、時宜を得た形で、在日米

軍駐留経費負担に関する有意義な多年度の合意を妥結することを決意した。 

②菅総理とバイデン大統領は、インド太平洋地域及び世界の平和と繁栄に対する中国の行動の

影響について意見交換するとともに、経済的なもの及び他の方法による威圧の行使を含む、ル

ールに基づく国際秩序に合致しない中国の行動について懸念を共有した。 

日米両国は、普遍的価値及び共通の原則に基づき、引き続き連携していく。 

日米両国はまた、地域の平和及び安定を維持するための抑止の重要性も認識する。 

日米両国は、東シナ海におけるあらゆる一方的な現状変更の試みに反対する。 

日米両国は、南シナ海における、中国の不法な海洋権益に関する主張及び活動への反対を改め

て表明するとともに、国際法により律せられ、国連海洋法条約に合致した形で航行及び上空飛

行の自由が保証される、自由で開かれた南シナ海における強固な共通の利益を再確認した。 

③日米両国は、台湾海峡の平和と安定の重要性を強調するとともに、両岸問題の平和的解決を

促す。 

日米両国は、香港及び新疆ウイグル自治区における人権状況への深刻な懸念を共有する。 

（以下略） 
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（資料３）抑止力強化に関する自民党提言 ２０２０．０８．０４ 

         国民を守るための抑止力向上に関する提言 

 ［現状認識と課題］ 

  国際社会においては、国家間の相互依存関係が拡大する一方、中国等
、、、

の
、
更
、
なる
、、

国力
、、

の
、
伸長等
、、、

による
、、、

パワーバランスの変化が加速化・複雑化し、既存の秩序をめぐる不確実性が増している。

こうした中、自らに有利な国際秩序・地域秩序の形成や影響力の拡大を目指した、政治・経済・

軍事に わたる国家間の戦略的競争が顕在化している 

（日米同盟と抑止力・対処力） 

 あらゆる経空脅威に切れ目なく対応できるよう、米国との緊密な連携の下で、わが国が主体的

な取組を行うことにより、日米同盟全体の抑止力・対処力の向上を図ることが基本的立場である。

日米同盟の下では、「わが国は防御、米国は打撃」が基本的な役割分担とされてきた。しかしなが

ら、北朝鮮の弾道ミサイル等の脅威の一層の増大を踏まえれば、我々が飛来するミサイルの迎撃

だけを行っていては、防御しきれない恐れがある。 日米の基本的な役割分担は維持しつつも、

日米の対応オプションが重層的なものとなるよう、わが国がより主体的な取り組みを行うことに

より、抑止力をさらに向上させる必要がある。 

［提言］ 

１ 総合ミサイル防空能力の強化（略） 

 

２ 抑止力向上のための新たな取り組み 

(1) 日米の基本的役割分担の維持と同盟全体の抑止力・対処力向上  

 日米の基本的な役割分担は維持しつつ、同盟全体の抑止力・対処力の向上につながるよう、 米

国との緊密な協議を行うことが必要である。 

(2) 抑止力を向上させるための新たな取組  

わが国への武力攻撃の一環として行われる、国民に深刻な被害をもたらしうる弾道ミサイル等に

よる攻撃を防ぐため、憲法の範囲内で、国際法を遵守しつつ、専守防衛の考え方の下、 相手領域

内でも弾道ミサイル等を阻止する能力の保有を含めて、抑止力を向上させるための 新たな取組

が必要である。 

 その際、「攻撃を防ぐのに万やむを得ない必要最小限度の措置をとること、たとえば誘導弾等に

よる攻撃を防御するのに、他に手段がないと認められる限り、誘導弾等の基地をたたくことは、

法理的には自衛の範囲に含まれ、可能」との従来の政府の立場を踏まえ、わが国の防衛力整備に

ついては、性能上専ら相手国国土の壊滅的な破壊のためにのみ用いられる、いわゆる攻撃的兵器

を保有しないなど、自衛のために必要最小限度のものに限るとの従来からの方針を維持し、政府

として早急に検討し結論を出すこと。 

 

 

 

 

 


